




























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































10，100 合 計 10，100
　産業組合の帳簿組織は，おおむね次のよう
になっている。
　帳簿をその機能に即して，主要帳簿と補助
帳簿とに区別すると，先掲の「日記帳」（仕
訳日記帳に相当）と「元帳」（総勘定元帳に相当）
とが前者であり，後者に属するものは，その
種類が多数であるが代表的なものを列挙する
と，次のとおりである。
　（イ）各種組合に共通の補助帳簿
33
　（3＞収支簿記よリ貸借簿記への転換
　昭和26年（1951年）　2月に来日した当時の
連合国軍総司令部顧門で公認会計士のJ．C．
エッシーン氏は，同司令部天然資源局予備調
査第65号「日本における農業協同組合の経理
および監査の方法について」を発表した。そ
の全文は，農林省農業協同組合部で訳出・刊
行している。
　この報告の中で，収支簿記制にふれて，次
のようにのべた。
　「今日，日本の農協が採用している経理方
式は，日本で『大原式』と呼ばれているもの」
（9頁）であるが，「農協経理者の多くは，初
歩の大原式日記帳方式しか知らない。とくに
彼等が必要な経理上の改革を理解し，受入れ
ていくために，現在の経理上の教育程度を更
に高めてゆかねばならぬという理由から，新
しい組織の採用には余り乗気ではないよう
だ。」（16頁）
　さらに，「勧告」として，彼は次のように
のべた。
　「協同組合経理専門家による恒久的な団体
を組織し，経理改善委員会と筆者によっては
じめられた作業を継続発展させるべきであ
る。」（17頁）
　この予備調査第65号の発表がひとつの契機
となって，産業組合時代からの伝統的な収支
（受払式）簿記は，「日本および米国等の一般
的な簿記慣習に応ずる」（32頁）方法つまり一・一・
般のいわゆる「貸借簿記」へと転換していっ
たのである。
第11例　公許会計士制度の提案
　　　一農商務省・商務局の『公許会計
　　　士制度調査書』一
　日露戦争後の株式会社の急増とともに，か
ねて識者の間で問題になっていた株式会社に
対する外部会計監査の必要性は，　明治42年
　　　　　　　　　　（注）
（1909年）4月の「日糖事件」によって一そ
う強く認識されるようになった。明治42年
（1909年）11月に農商務省・商務局が公表し
た『公許会計士制度調査書』は，まさしく時
代の要求に応じた画期的な提案であった。こ
の調査書は，同省嘱託の岡田博道氏の執筆で，
各国の事情，この制度の得失，わが国での必
要性（とくに株式会社監査役の実情に照して）を
詳論している。わが国の会計監査史上，とく
に注目すべきものである。
　その一節を，次に引用しておく。
　（1）制度設定ノ要否
現今我国二於ケル商工業会社ハ其外面ヨリ
観レバ頗ル完備セルガ如シト錐モ其内面二
立入ツテ査察スル時ハ往々欠点ノ伏在スル
アリ　殊二会計上ノ事二関シテ最モ遺憾多
キヲ通弊トス　由来会社事業ノ経営二対シ
未タ十分ノ経験ヲ有スルモノト謂フベカラ
ズ　然ルニ日露戦役後ノ事業熱バー時非常
ナル勢ヲ以テ社会ヲ風靡シ其結果5シテ粗
製濫造的ノ企業ヲ見ルニ到リタレバ前記ノ
如キ弊害ヲ醸出セルモ亦止ムヲ得サル成行
ト謂フベシ　近時破綻ノ厄運ヲ招ケル会社
二就キテ其此二到レル所以ノ源頭ヲ探クル
ニ会計監査ノ任ニアル所謂会社監査役ナル
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モノガ職責ヲ尽サザリシニ基因スルモノ多
キガ如シ　商法上株式会社ニハ必ズ監査役
ヲ設置スベキヲ規定シ其規定ハ表面上遵守
セラルニ相違ナシト雛ドモ彼等ハ殆ンド会
計学上ノ知識ト実務上ノ経験二欠如シタル
モノナレバ固ヨリ監査ノ実効ヲ奏スベクモ
アラズ　如之監査役ノ多数ハ株主中ヨリ選
任スル者ナルヲ以テ動モスレバ眼前ノ利益
二奔リ会社ノ経営上及会計上ノ欠点ヲモ黙
過スルコト少ナカラズ之ガ為メニ監査役ノ
職責ハ遂二有名無実二終リ会社ノ複雑ナル
計算ヲ判別シ其財産及業務ノ監査二任ズペ
キ監査役ハ結局膿職ノ識ヲ免レザルニ到ル
ナリ　今ヤ我国二於ケル大企業ノ経営ハ大
二甚信用ヲ失墜シ資本家ヲシテ容易二放資
セシメザラシムルモノアラントス　是レ実
二国家ノ重大事ニシテ軽々二看過スベカラ
ザルモノナリ　此時二当ツテ企業ノ経営ヲ
誤ラシメズ会社事業ヲシテ世ノ信用ヲ得セ
シムルニ足ル方法ノーハ如上陳べ来リシ会
計士制度ヲ設定シテ大二時弊ヲ矯正スルニ
アリト信ズ　蓋シ該制度タルヤ欧米二於テ
会社事業経営ノ紛乱会計事務ノ錯雑二陥リ
シ世二其起源ヲ発シ漸次必要二応ジテ発達
シ以テ今日二其実効ヲ収メツッァルモノナ
レバナリ　我国二於テハ弁護士ニヨリテ所
謂会計士ノ行フペキ事務ノー部分ヲ執行セ
ラルル場合アリト難ドモ専門ニアラザル彼
等ハ固ヨリ其為ス所二明カナルヲ得ズ　蓋
シ会計士ハ弁護士ノ如ク只法律ノ範囲内二
於テ保護的手段二全力ヲ尽セバ即チ足ルト
云フガ如キモノニアラズシテ正二会計ノ監
査者証明者タレバナリ　夫レ我商法上株主
二附与セル会社財産ノ検査権ハ縦ヒ詳細二
会社ノ営業又ハ資産負債ノ状態ヲ公示セシ
ムルノ可能力アルニセヨ会計士ノ如キ専門
家ノカヲ籍ルニアラズンバ終二有名無実二
帰スルヲ奈可セン　要スルニ現時我国二於
ケル会社ノ監査役ハ殆ンド有レドモ無キガ
如キモノニシテ株主亦自己ノ権利ヲ行フコ
日本近代会計成立史論考（4）　（久野）
トヲ知ラズ事業ノ全部ハ挙ゲテ取締役ノ自
由二委スルノ事実アリ　資本制ノ危険豊大
ナリト謂ハザルベケンヤ　此危険ヲ救フノ
道ヤ会計監査ノ技術二通暁シ而カモ会社営
業ト直接ノ関係ヲ有セザル機関ヲシテ監査
事務二参与セシムルニアリ　是レ我国二公
許会計士制度ノ設置ヲ必要トスル第一理由
ナリトス
　その具体策としては，商法を改正して，有
限責任会社について外部会計監査を強制する
とともに，　「絶対的公許ノ制」によって試験
制度を制定し，会計士としての学識および人
物を検定し適材を選抜すべきことを論じてい
る。
　わが国において会計監査人の必要性が認め
られたのは，明治末年からであった。会計学
者の中にも主として英米の制度にならってそ
の実現を強く主張するものもあり，このよう
な機運に促されて，大正3年の第三十一議会
議員提出による「会計監査士法案」以来，数
度に亙る同趣旨の法案が提出されたが，っい
に実現せず，ようやく昭和2年の第五十二議
会に，政府提出の「計理士法案」が上程され，
両院を通過・成立した。この法律が，岡田博
道氏の「公許会計士」の構想とはおよそほど
遠いものであったことは，いうまでもない。
　（注）「日糖事件」の顛末（資料・『日糖六十五
　　　年史』）
　　　明治42年4月12日，大日本製糖株式会社の
　　　前重役磯村，秋山の検挙にはじまる明治の
　　　一大疑獄事件で，司直の手は政官界に及び，
　　　前社長酒匂常明氏は自殺した。この事件の
　　　発端はこうである。明治35年法律第33号
　　　「輸入原料砂糖戻税法」の効力が明治40年
　　　3月をもって終了するので，この法律の延
　　　長を図ろうとする日糖側と，延長阻止の台
　　　湾の粗糖各社の運動は激烈となった。政府
　　　原案では明治44年までの4ケ年の延長であ
　　　ったが，結局は，2ヶ年の延長ということ
　　　で両院を通過した。日糖側では砂糖消費税
　　　の増徴に反対するとともに，原糖の見越輸
　　　入を行なったので在庫は多量にのぼってい
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た。明治41年2月から増税が実施され，国
内の生産過剰，台湾からの移入糖の増大，
これらにより経営難に陥った。この難局を
打開する策として官営への移管を図ったが，
結果は失敗に終わった。この会社は，明治
39年に，大阪の日本精糖株式会社と日本精
製糖株式会社とが合併した会社で，事業拡
張のための借入金の増大，合併後の過剰設
備，台湾からの良質の砂糖の移入，預金勘
定の極度の悪化，これらの悪条件が山積し
ていたのである。このような経営難は政界
とのくされ縁をますます強めたのである。
第12例　下野直太郎博士の会計学説
　（1）設　題
　明治会計史に会計学説の紹介と批判とを書
き加えるとしたら，外国人の学説の祖述を除
けぽ，下野直太郎博士（1866～1939）の「収支
説」以外には見当らないようである。
　太田哲三博士はいう。
　「博士（下野）の学風は，全く独創にとむ
ものが多く，欧米の学説の移入に汲々として
安んずる学界にあって異彩であった。ただそ
の立論があまりにも簡潔で比較研究も行なわ
ず，それだけに学界にはほとんど顧みられな
かった。」（『新会計学辞典』）
　「会計学も素晴らしい進歩をとげた。新説は
旧説を覇し，幾年代か経過すれば過去におい
て華かであった学者達の名前も業績もそのな
きがらとともに地下に葬られる時がくるであ
ろう。しかし，若しわが国で会計学の歴史が
書かれるとすれぽ，下野先生だけは明治，大
正の時代を背負う学者として浮び上るであろ
う。」（『会計学の40年』，98頁）
　本例では，博士の後期の業績である『単複
貸借収支簿記会計法』（昭和6年4月刊）と『銀
行簿記計算法』（昭和2年6月刊）とを手がか
りとして，収支説を中心とするその学説の主
要なものを紹介・論評しておく。初期の業績
としては，　『簿記精理第1編』（明治28年刊）
がある。この『簿記精理第1編』には，太田
哲三博士によると，下野博士の独創的貸借理
論（収支説）の萌芽がすでにみられ，また，
吉田良三博士の有名な要素説の源がこの書物
にあるとされている。
　次節以下で，下野学説のうちの次の論点に
つき，論述することにする。
　（イ）会計上の資産観
　（ロ）決算貸借対照表本質論
　の　貸借対照表と財産目録との関係
　◎　下野博士と収支簿記
　②　資産観と決算貸借対照表本質論
　簿記・会計とは，日々の「取引」を，一一定
の方式によって記録し，その結果として正味
財産高に生じた増減・変化を算定・表示し，
かつ，将来の経営に資すべき方法と原理とを
研究するものである。これが博士の基本的な
会計機能観である。
　この場合，「取引」とは，博士によれば，
「金銭収支事件の総称」　（r単腹貸借収支簿記会
計法』，1頁）であって，　これを，「損益収支」
と「交換収支」の両取引に区別する。すなわ
ち，博士によれぽ，　「損益収支」とは，　「一
巳収支すれぽ其儘に終り，他日之を吐出すを
要せず，又回収の出来ざるもの」をいい，交
換収支とは，「他の財産と交換にて収支した
るものにして，其財産を処分して他日其金を
受戻し，又は払戻すべき性質のもの」をいう
（r銀行簿記計算法』，8頁）。会計とは，ひっき
ょうするに，このような「金銭の収支計算」
に外ならぬ。また，「財産」とは，現金およ
び他日受入れまたは払戻すべき関係にある金
額の総称であり，つづまるところ「金銭」に
外ならないとする。
　博士の，このような会計機能観および財産
観から，・会計上の「資産」とは，金銭の転化
物であり，また，「他日一定の金額で払戻す
べき関係そのもの」としての負債の償還に要
する金額であるとみることになる。
　また，決算貸借対照表の本質について，博
士は，次のごとくいう。
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　「貸借対照表を以て資産負債表なりとし，
之を用いて事業財政の内容を示し得るものな
りとするは，従来の通説なるが如しと錐も之
は一の重大誤謬なり。貸借対照表は元帳面総
勘定の残高を貸借双方に振分け列挙し其合計
の平均するを見て全体の勘定に脱漏違算之な
きを検するためにする一種の略式試算表たり
得るに止まるもの」（前掲『単複貸借収支簿記会
計法』，31頁）であり，「交換収支残高及損益勘
定残高並に資本金を一表に掲げ，全体の収支
平均を示した」（前掲『銀行簿記計算法』，8頁）
ものである。つまり，「金銭収支の対照表な
いし顛末表」に外ならぬことになる。
　Balance　Sheetとは，財産計算における
「平均」の表ではなく，次期に繰越す元帳残
高項目を集収した「残高」の表であるとみて
おり，ドイツ動態一元論に接近した思考がみ
られる。下野学説が高く評価されるゆえんで
ある。ただし，問題は，資産を金銭の転化物
であるとする場合，博士の説では，同時に，
他日「其財産を処分して其金を受入れる」べ
き性質のものに限定している。そこで，現金
を中心とするいわゆる貨幣性資産や販売を目
的とする商品のような棚卸資産については，
換金という点に問題がないとしても，例えば，
設備類（営業用の土地・建物・機械・備品等を考
えよ）に対する支出をどのように理解すべき
か，これらのいわゆる「資本的支出」の会計
処理は，一個の重要な課題である。
　ドイッ動態一元論（とくに費用動態論の場合）
では，「資産を金銭の転化物」であるとみる
場合には，将来の期間原価（費用）としての
認識，つまり，投下原価の配分を中心とする
期間独立損益計算の論理が中心となって未配
分原価としての資産額にポイントがおかれて
いる。資産の前払費用説がこれである。博士
の場合では，同じく「資産を金銭の転化物」
であるとみても，転化した対象は，債権であ
り商品であり，「将来再び収入となるもの」
なのである。そこで，残された問題としては，
日本近代会計成立史論考（4）　（久野）
先の設備類に対する支出は，博士の場合，資
産であるのかないのかということになる。
　この点について，博士の所説は，当否は別
として，極めて明快である。すなわち，「事
業設備に要するは営業用地所家屋什器にして，
製造工業に於ては，機械器具を要す。此種の
物件を取得するにつき要したる支出は之を会
計学の本旨より厳重に論議するときは営業設
備費とも称すべき一種の損費なるべき筈なれ
ども，之を固定資産として計上すること今日
一般の慣例なり。之は資産と損費とも混同せ
しものにして，会計上に由々敷大問題なり。
但し日常普通の費用と異なりて其場限り功用
の消滅するものにあらず。数年又は十数年に
亙り役立ち且つ実体の目前に存在せるが故に
之を資産の一一一ecとして計上し置き，追て其取
得原価を耐用年数にして除したる金額を磨損
減価として控除し行く例なれども，耐用年数
は之を事前に於て確知する由なく，只見積り
得るのみ。然るに見積りは常に漠然たるを免
れず。弦に会計の確実性を害し動もすれぽ不
正の手段に供せらるるなり。故に寧ろ之を始
めより損費の勘定に立て依て生ずべき欠損は
後より挙ぐべき利益金の全部を挙げて之を補
与し終りたる上にて更に生ずべき利益を配当
するの確実なるに如くはなし。」　（前掲r単複
貸借収支簿記会計法』，48～49頁）
　博士の「金銭収支」という構想からすると，
設備類の取得は，「他の財産との交換にて収
支したもので，其財産を処分して他日其金を
受戻し，又は払戻すべき性質」の交換収支の
取引ではなくて，「一旦収支すれぽ其儘に終」
る損益収支の取引であるとする。ひっきょう
博士は，「換貨を目的にて取得したるものに
あらざれば資産として計上すべきにあらず。」
（前掲r単複貸借収支簿記会計法』，49頁）とする
わけである。さらにいう。
　「凡そ一物一能あり其功用を自己に享受す
る目的にて所有するに於ては之を資産と見る
べからず。価値貯蔵の意味に於て所持する商
37
品有価証券の額と自家使用の目的物たる家屋
什器等を同一視するは根本の間違いなり。売
れぽ金に成る丈にては未だ真の資産たり得ず。
他日売りて金にする目的のものにして始めて
然るを得べきなり。」（前掲r単複貸借収支簿記
会計法』，49～50頁）
　投下原価の期間配分理論の立場からするな
らば，商品を資産とし，いわゆる固定資産を
資産にあらずとする下野説は，矛盾に満ちた
ものであるという批判がでるであろう。原価
配分の期間の長短の差が，商品と固定資産と
に相対的な意味で認められるだけだからであ
る。下野説で商品を資産とみるのは，短期的
原価要素としての角度ではない。「将来の収
入」という貨幣流列の角度なのである。つま
　　　　　　　　　マネ－　フロ－
り，下野説には，「貨幣流列」の基本認識に
　　　　　　　　　　　　コスト・フP－
立脚しているけれども，「原価流列」の認識
は全く欠如しているのである。
　ついでながら，現今，米国の一部の会計学
者は，「投下原価」（input　cost）から「産
出価値」（output　value）へ視点を移して，
「新時価論」にもみるべき立場を主張してい
る。この場合を考えてみると，貨幣性資産は
現在割引額で，商品のような棚卸資産は「正
味実現可能価値」（net　realizab］e　valueっま
り売価差引販売費見積額）で評価することに
なろうが，設備諸資産の評価という点では，
困難に蓬着せざるを得ないことになろう。か
かる諸資産が一一体となって「アウトプット」
（産出）に貢献しているのであるから，個々
に「産出価値」を決めることが殆ど不可能と
なる。従って，もし，これらの諸資産につい
て「再取得原価」を適用したとしても，「産出
価値」の代替物として意味があるかどうかは
疑問である。
　事柄の是非を論じないとすれば，rド野博士
の場合の方が，一そうすっきりしているとい
わねばなるまい。勿論，すっきりしているか
ら正しいというわけではない。
　（3）貸借対照表と財産目録との関係
　前項でのべたように，博士の場合は，貸借
対照表を「金銭収支の対照表ないし顛末表」
とみるおけであり，「事業財政の内容を示し
得る」ものとする通説（いわゆる静態的な貸借
対照表観）に反対する。すなわち，貸借対照
表では，金銭収支の事実を語らしめれば足る
のであって，当該事業の「財政の真相」は，
別に，財産目録を調製して資産・負債の詳細
を記載し，調製時の「市価」を標準として評
価し，「世人をして自ら其当否を判断するに
必要なるべき事項を漏さざらしめ以て事業財
団の内容実状を開示すると同時に其実在を突
留むべきなり。」（前掲書，32頁）
　かくして，貸借対照表と財産目録とは，そ
の機能を異にし，その評価の原理を異にする
ものであるとする。貸借対照表が残高表であ
り，一種の「略式試算表」（前掲書の31頁）で
あり，単なる金銭収支計算表である限りでは，
その評価には，当然のことながら，「取得原価」
を付すことになり，財産目録が所有財産（負
債をふくむ）により「財政の真相」・「財政の
実在」を公開するものである限りでは，「時
価」を付すことになる。
　ドイツ動態一一一元論においては，周知のよう
に，決算貸借対照表の目的ないし機能につき，
「財産価値計算」と「期間損益計算」との二
元的な目的を同時に達成し得ないがゆえに，
前者を放棄したのであるが，博士の場合は，
貸借対照表と財産目録との機能の相違として，
次のようにいう。
　「如斯して，貸借対照表は単に金銭収支事
実を語るに止めしめ別に財産目録を作り以て
財産の実在と真相を示すべきなり。一・の貸借
対照表を以て比二種の異りたる目的を達せん
とするは，恰も一石を投じて所在を異にせる
二羽の鳥を獲んとするに均しく反て一鳥をも
得ずして止むるに終わるを常とす。」
（4）下野博士と収支簿記
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　一般に，「大原式」と俗称された「収支簿
記制」については，すでに，本章の第10例と
してのべたが，下野博士は，この収支簿記の
強力な支持者であり宣伝者であった。『単複
貸借収支簿記会計法』の序文にいう。
　「収支複式簿記計算法なるものは故私立大
原簿記学校主兼校長大原信久氏の創案に係る。
氏は生前其全力を挙げて此法の宣伝普及に務
め一・一…（中略）……其採用を建議せしが人に
依りて言を採否する我国に於ては遂に採用す
る処とならずして止めたるは氏の為又社会の
為痛惜に堪えざるなり。　……（中略）……予
は氏の遺志を継ぎ更に研究を重ねたる結果現
行の貸借複式簿記計算法なるものは其根抵に
於て虚構仮説に立脚し且自家撞着を含み其他
幾多の欠陥ありて収支複式法の如く会計の原
理に即し其応用の直裁簡明なるものとは到底
比較し得べきにあらず。之こそ日本式として
全世界に誇るに足るべきものなることを痛感
し，弦に大に社会に向って之を宣伝し普及せ
しめん事を志し襲に文部大臣に向って全国学
校の簿記要目改正の必要を建議せり。」
　この序文の一部で，収支簿記が，　「会計の
原理に即し」ていると主張しているのは，い
うまでもなく博士の収支説の原理を指してい
る。前述のような博士の学説が，結果からみ
て，現代的な問題意識を充分にはらみながら，
体系的な会計学説に展開することなく，収支
簿記の基礎たるに止まったことは，わが国学
界のためには，痛恨事であったといわねばな
るまい。
　筆者の所見では，収支簿記が，博士のいう
「日本式として全世界に誇るに足る」ものと
はとうてい思えないし，一般のいわゆる貸借
簿記が，博士のいう「虚構仮説に立脚」して
おり，「自家撞着を含」んでいるとは思えな
い。以下，その然るゆえんを明らかにしてお
こう。
　博士が，「虚構仮説」。「自家撞着」という
いささかオーバーな表現で批判している内容
日本近代会計成立史論考（4）　（久野）
は，結局，　複式簿記での貸借（借方・貸方）
の観念である。借方がdebtor，　debitor，の
直訳語であり，貸方がcreditorの直訳語で
あること，さらに，debtorとcreditorとが。
ヨーロッパ系簿記用語の意訳語であることに
ついては，すでに本稿の第2章・第2節の（4）
でくわしくのべてある。博士が，虚構であり
自家撞着であるとされている内容は，要する
に，貸借の用語法が英語の直訳であるために，
そして取引先である相手方の貸借に即した
「客観的」用語法であるために，貸借関係の
発想と用語法が「主観的」である日本人にと
って，ぴったりこないというにすぎず，積極
的な主張としては，その用語法を主観的に改
め，あるいはむしろ，主客混用のおそれがあ
るよりはその用語法そのものを全廃して「収
支」とせよというだけのことである。参考の
ために，博士の所説を若干引用しておこう。
　「西洋流貸借複式簿記法に於ける貸借術語
の慣用例は，借方に貸金を置き貸方に借金を
置くが故に勘定科目の命名には主観的にしな
がら之を仕訳記帳するに方り，客観的にする
は自家撞着」であり，また，「凡ての取引を
金銭貸借と見倣すが如きは仮説虚構」である。
（前掲書，38～39頁）
　しかし，博士のいわゆる西洋流簿記での勘
定科目の貸借を主格とすることをやめて，
「当店を主として」，「金銭の収支」をもって
するときは，博士のいわれる「西洋流簿記の
紛糾を一掃」できるであろうか。
　本章の第10例で収支簿記の記帳構造を示し
ておいたとおり，総勘定元帳への転記する際
に，現金勘定以外の諸勘定については，　「収
支を転倒するに及」ばないけれども，博士自
身ものべているように，「元帳に金銭勘定口
座を設け日記帳面より収支各総額を転倒移記
する」か，「日記帳面現金桁の収支額を転倒
移記する」か，さもなければ，日記帳支出側
の現金残高を現金勘定口座の「支出側」に転
記するか，である。考えようによっては，か
かる手続が，新たな「紛糾」をまねいていると
いえなくもない。あるいは，一種の「撞着」
であり「虚構」であるといえなくもなかろう。
　さらに，当店を主格とする「収支」の観点
で，例えぽ固定資産減価償却の仕訳記帳や決
算補正の仕訳記帳を，虚構・仮説ないし撚制
なく説明できるかといえぽ，殆ど絶望的であ
ろう。もっとも，博士の場合は，「固定資産」
という認識それ自体が否定されており，すべ
て費用とみるわけであるから，勿論，「減価
償却」という認識はないのであるが。
　博士の「会計は其根惟に於て今も尚金銭会
計なり。」（前掲書，100頁），　「貸借対照表と
は……（中略）……其実質内容を率直に且つ
平易に言明すれば寧ろ金銭収支対照表とすべ
きものにして，要するに金の出所と其行先き
を明らかにするものなるに過ぎず。」（前掲書，
91頁），「貸借対照表は一種の略式試算表たり
得るに止まるものなり。」（前掲書，31頁），「貸
借対照表は其名称を金銭収支顛末表とすべき
なり。」（r銀行簿記計算法』，51頁），あるいはさ
らに，　「貸借対照表（此表）は，……（中略）
…… ｼ人の金銭を信託され居る者が其出資者
trz示して承認を受け，自己の責任を解除する
に必要不可欠勘定書なり」（前掲書，31頁），
「財産の実在と真相」の表示に関連して，「一
の貸借対照表を以て，（金銭収支事実と財産の表
示という）此二種の異りたる目的を達せんと
するは，恰も一石を投じて所在を異にせる二
羽の鳥を獲んとするに均しく」（前掲書，33頁）
等々にあらわれている博士め思考は，多くの
可能性をふくむものであり，少くとも当時と
しては，まさしく「独創性」にとんだもので
あったが，遂に充分な展開を示すことなく終
ってしまったのである。
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